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ハ イ ラ イ ト サ マ リ ー
■ 2025年12月期 通期決算 エグゼクティブサマリー

クラウドHRMの成長が加速し、中長期成長に繋がる基盤を構築

売上高

5,370 百万円

通期実績 YoY +23%

ライセンス数

80   3千ライセンス

前年差 +169千 YoY +27%

契約社数

2,599 社

前年差 +244社 YoY +10%

リカーリングレベニュー

70.4 ％

YoY +1.7％

今期のポイント（要因）

クラウドライセンス売上が加速

主力のクラウドライセンス売上が好調で、全社売上成長（+31%）を力強く牽引。
新規顧客の獲得と既存オンプレミス顧客からの切替が共に想定を上回る。

収益構造の改善が進展

利益率の高いクラウド事業の構成比上昇により、営業利益率が大幅に改善。
リカーリングレベニュー比率70.4%を達成し、安定して利益を上げられる企業に。

次期の見通し / 投資方針

増収増益の継続と成長投資

クラウドライセンス数の拡大継続と、バランスのとれたクラウド設備投資を実現。
売上成長を最優先としつつ、利益成長も両立させる計画。

製品力と販売力への重点投資

機能拡充による「製品力強化」と、認定パートナー活用による
「販売力拡大」の2軸にリソースを集中投下。

万



© Kinjiro Co. Ltd. 2026 Kinjiro Group Internal Use Only

・クラウドライセンス売上の伸びが加速し、成長を力強く牽引。
好調なクラウド事業により、通期売上高が過去最高を記録。（売上高 5,370百万円）

・クラウド事業が利益面でも貢献しており、営業利益も過去最高を記録。 （営業利益 1,521百万円）

2 0 2 5 年 1 2 月 期 連 結 決 算 サ マ リ ー

4

■ 連結損益計算書

2025年12月期
通期業績予想

（2025年11月12日発表）
2025年12月期

通期実績
達成率
（％）

2024年12月期
通期実績

前期比
増減率
（％）

売上高 5,320 5,370 101％ 4,376 ＋23％

営業利益 1,370 1,521 111％ 729 ＋108％

経常利益 1,353 1,525 113％ 733 ＋108％

当期純利益 887 1,013 114％ 461 ＋119％

（単位：百万円）
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事 業 別 売 上 前 期 比

2024年12月期 2025年12月期  前期比
通期実績 通期実績 増減率

クラウドライセンス 2,301 3,118 +35%
クラウドコンサルサポート（導入支援） 540 596 +10%
上記以外（主に就業情報端末） 167 228 +36%
小計 3,009 3,943 +31%
プレミアムサポート（保守） 572 531   7%
ソフトウエア製品 389 507 +30%
ソフトウエアコンサルサポート（導入支援） 149 140   6%
就業情報端末 94 93   1%
小計 1,205 1,272 +6%

合計 4,215 5,216 +24%
 ※ リカーリングレベニュー  2,897 3,673 +27%

161 154   4%
合計 4,376 5,370 +23%

事業区分 売上区分

クラウド事業

オンプレミス事業

不動産賃貸事業

H
R
M
事
業

5

▲

▲

▲

※リカーリングレベニューは、クラウドライセンス、プレミアムサポート等で構成されています

（単位：百万円）

■ 売上高
・好調なクラウドライセンス売上に支えられ、クラウド事業全体も前期比+31%と拡大。

▲
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契 約 社 数 お よ び 契 約 ラ イ セ ン ス 数

6

ARPUの推移 契約ライセンス数は、顧客企業の１従業員が複数サービス（就業・人事・給与・健康経営）の利用がある場合でも1（人）として集計しています

ARPU 2024年3月 2024年6月 2024年9月 2024年12月 2025年3月 2025年6月 2025年9月 2025年12月
Enterprise 351円 370円 379円 389円 395円 398円 398円 400円

320,868 
368,692 

442,516 

507,331 

633,248 

803,020 
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クラウド形態での契約ライセンス数 ※（人）クラウド形態での契約社数（社）

14.1%
直近５年 年平均成長率※

20.1%
直近５年 年平均成長率※

※ 直近5年 年平均成長率は、2021年１月～2025年12月の期間で計算しています。

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
12月末 12月末 12月末 12月末 12月末 12月末

■契約ライセンス数は、年平均成長率20.1％と高い成長率を維持
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7

※ 月次平均解約率は、当月解約ユーザーに対する収益÷前月末収益で算出

0.21%
平均解約率

2025年１月～2025年12月

クラウド解約率*

■クラウド月次平均解約率は0.21％と低位安定
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2024年12月期実績 2025年12月期実績

費用の推移（連結）

3,646
+202 

127 119 1,717 1,727

291 415 342
535

・ソフトウェア償却費の増加、およびクラウド事業の拡大に伴う先行投資（クラウド費用）と人件費等の増加により、
前期比＋202百万円の増加

コ ス ト 構 造

3,849

535 601
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2024年12月期実績 2025年12月期実績

ソフトウェア償却費

415 452
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クラウド費用

452
415

601
535

1,727 1,778 

0
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2,000

2024年12月期実績 2025年12月期実績

人件費

1,7781,727

+37 

+50 

+66 

（単位：百万円）

■ 実績

■2025年12月期のコスト構造
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株 主 還 元

9

株主への利益還元を経営課題の重点課題の一つとし、
将来の事業発展と財務体質強化のために必要な内部留保
を勘案しつつ配当を行う

内部留保については、企業体質の強化に向けて財務体質の充実を
図りながら、社内システムへの投資や今後の成長に資する人員の
採用、広告宣伝に係る支出、M&A等に有効活用し、競争力及び収
益力の向上を図る

これまでに実施した株式の施策
時期 内容

2020年10月 東京証券取引所マザーズ市場 上場

2021年7月～10月 自己株式取得（517,500株）

2021年9月 東京証券取引所グロース市場 選択

2022年2月 取締役に対し譲渡制限株式を導入

2024年7月 1株につき2割の株式分割を実施

8.5 8.5 8.5 8.5

10

0

5

10

2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期
予想

※2024年７月に実施しました株式分割を考慮し表示しております。

※ 2025年12月期の配当は、2026年３月27日開催予定の第45回定時株主総会に付議予定です。

（単位：円）

■基本方針
■ 配当金の推移

1.5円の増配
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中 期 経 営 計 画 の 進 捗 状 況

・クラウド事業の成長を加速するため、製品開発を中心とした先行
投資を計画的に拡大
・2027年度以降に計画している100万クラウドライセンスの達成に
向け、クラウド設備に関連する投資・費用については、2025年度以
降も段階的な増加を計画

（単位：百万円）

■業績は当初策定した3ヵ年計画を大きく上回る水準で推移
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10

（単位：百万円）
売上高 営業利益

（単位：百万円）

中期経営計画
1年目 2年目 3年目

中期経営計画
1年目 2年目 3年目

3,551 
3,923 

4,376 

5,370 
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4,000

6,000
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績
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績
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績
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12月期

2025年
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12月期

6,000 1,601

2024年
12月期

2025年
12月期

2026年
12月期

実績 実績 修正計画
売上高 4,376 5,370 6,000
営業利益 729 1,521 1,601
営業利益率 16.7％ 28.3％ 26.7％

（単位：百万円）【参考：当初3ヵ年計画】

2024年
12月期

2025年
12月期

2026年
12月期

売上高 4,300 4,950 5,700
営業利益 573 953 1,215
営業利益率 13.3％ 19.3％ 21.3％

【3ヵ年計画の進捗】
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中 期 経 営 計 画 の 進 捗 状 況

11

中期経営計画における事業成長戦略

1 HRMオールインワンソリューション※を目指した
製品機能開発の加速

2
旧製品である「勤次郎Enterprise」
オンプレユーザーの「Universal勤次郎」
によるクラウド化

3 プライシング戦略

4 従業員向けサービス（BtoE）の拡充と
コンシューマー向けサービス（BtoC）への展開

2025年度までの主な実施事項
✓Universal勤次郎 人材管理・給与管理をリリースし

HRM基盤を確立
✓2026年度以降もHRM機能のさらなる高度化に向け、

新機能の追加開発を継続

✓順調にクラウドへの移行が進み、ライセンス数も
当初計画を上回るペースで増加

✓価格改定の影響は一巡する一方で、想定を上回る大規模顧
客の獲得が進展し、ボリュームディスカウントの適用が拡大
した結果、ライセンス数は拡大したものの、ARPUは計画を
下回る水準

✓ヘルス×ライフアプリの改修を実施し、
ユーザビリティおよびサービス品質の向上

✓コンシューマー向けサービスへの展開準備

※当社が提供するHRMソリューションは、就業、勤怠、人事、給与、人的資本データ提供を伴った健康経営となります。

■事業戦略 クラウド事業を成長ドライバーに、リカーリングレベニューを拡大
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1年目 2年目 3年目 1年目 2年目 3年目

1年目 2年目 3年目 1年目 2年目 3年目

■中期成長戦略が着実に進展

442,516 507,331 
633,248 

803,020 
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1,000,000

1,200,000
（単位：人）

■ クラウド契約ライセンス数の推移

中期経営計画

994,831

353 352

389 400

300

350

400

450
（単位：円）

■ ARPUの推移

中期経営計画

400

中 期 経 営 計 画 の 進 捗 状 況

2,281 2,520 
2,897 

3,673 

1,500

2,500

3,500

4,500

中期経営計画

（単位：百万円）■リカーリングレベニューの推移

4,615

64.5%
67.6% 68.7%

70.4%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

中期経営計画

（単位：％）■リカーリングレベニュー比率の推移

78.2%

2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 2026年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 2026年12月期

2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 2026年12月期2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期 2026年12月期

12
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１．2 0 2 5 年 1 2 月 期 決 算

２．2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画

３．成 長 戦 略

４．ト ピ ッ ク ス
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2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画 サ マ リ ー

・売上高は前期比+12％、営業利益は前期比+5％、当期純利益は+3％を計画

2025年12月期
実績

2026年12月期
計画

前期比増減率
(%)

売上高 5,370 6,000 ＋12％

営業利益 1,521 1,601 ＋5％

経常利益 1,525 1,609 ＋5％

当期純利益 1,013 1,050 ＋3％

14

（単位：百万円）

■引き続きクラウド事業を成長ドライバーとして事業を拡大
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・クラウド事業は、クラウドライセンスの拡大を中心に堅調に推移し、前期比で1,020百万円（+26％）の増収を計画
・一方、オンプレミス事業については、既存顧客のクラウド移行が順調に進展しており、売上規模は縮小する見通し

15

2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画 （ 売 上 ）

2025年12月期 2026年12月期  前期比
実績 計画 増減率

クラウドライセンス 3,118 4,098 +31%
クラウドコンサルサポート（導入支援） 596 635 +7%
上記以外（主に就業情報端末） 228 230 +1%
小計 3,943 4,963 +26%
プレミアムサポート（保守） 531 495   7%
ソフトウエア製品 507 232   54%
ソフトウエアコンサルサポート（導入支援） 140 120   14%
就業情報端末 93 91   2%
小計 1,272 939   26%

合計 5,216 5,903 +13%
 ※ リカーリングレベニュー  3,673 4,615 +26%

154 96   38%
合計 5,370 6,000 +12%

事業区分 売上区分

クラウド事業

オンプレミス事業

不動産賃貸事業

H
R
M
事
業

▲

▲

※リカーリングレベニューは、クラウドライセンス、プレミアムサポート等で構成されています

▲

（単位：百万円）

■引き続き、クラウド事業の拡大を加速

▲

▲

▲
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2025年12月期実績 2026年12月期計画

費用の推移（連結）
（単位：百万円）

+549 1,778
1,898
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2025年12月期実績 2026年12月期計画

人件費

452 528
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2025年12月期実績 2026年12月期計画

クラウド費用

601
834

0
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900

2025年12月期実績 2026年12月期計画

ソフトウェア償却費

119 119

+120

+233

・2025年度に実施した新機能リリースに伴うソフトウェア資産の償却開始により償却費が前期比233百万円増加するほか、
事業拡大に対応した人員体制の強化および昇給等による人件費の増加120百万円、
ならびにクラウドライセンス数の拡大に伴うクラウド利用費用の増加75百万円を計画

+75

2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画 （ コ ス ト ）

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

■2026年12月期のコスト構造
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１．2 0 2 5 年 1 2 月 期 決 算

２．2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画

３．成 長 戦 略

４．ト ピ ッ ク ス



© Kinjiro Co. Ltd. 2026 Kinjiro Group Internal Use Only 18

戦 略 サ マ リ ー
■HRMソリューションとして拡張し、ARPU向上×ライセンス数拡大の両輪で成長

「製品力強化 × 販売力拡張」 の2軸で、クラウドHRMの成長を中長期で実現可能な成長モデルとして確立する

製品力強化 Universal勤次郎の価値拡張

顧客課題に直結する機能価値の拡張
（利用価値の上積みによる単価アップ）

導入・運用のしやすさ向上
（定着・展開のハードル低減）

拡張につながるプロダクト設計
（アップセル／クロスセルへの自然な誘導）

提供価値の拡大でARPUを向上
既存顧客内での利用拡大を促進

販売モデルの開拓 認定パートナーによるスケール

認定パートナー制度の整備
（役割・品質・協業ルールの明確化）

提案～導入の“型”の提供
（パートナー主導の案件創出と受注率向上）

供給能力（提案・導入）の拡張
（直販リソースに依存しない拡販体制）

獲得と導入のスピード向上
新規獲得の量産と展開支援を両立

成果指標（成長ドライバー）

ARPUの向上
（単価・契約単位の上昇）

ライセンス数の増加
（新規獲得＋既存展開）

継続率の維持・改善
（解約抑制／利用定着）

上記2軸の推進により、3つの成果指標を継続的に伸ばすことで中長期成長を実現する
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事 業 成 長 モ デ ル
■ARPU×ライセンス数（×継続率）でARRを積み上げる

ARPU 向上

主な成長ドライバー（施策）

価値拡張：機能追加による単価アップ

導入容易性：定着までの期間短縮と早期の利用拡大

拡張導線：クロスセルを誘発するUI/UX設計

ライセンス数

主な成長ドライバー（施策）

新規獲得：認定パートナー等による顧客接点の拡大

既存展開：導入済み企業の全社展開・グループ展開

標準化：提案・導入の"型"提供による受注率向上

継続率 (NRR)

主な維持・改善施策

導入品質：標準手順によるスムーズな立ち上げ

運用定着：オンボーディング支援と活用促進

解約抑制：顧客満足度向上による解約率低減

2つの戦略（製品／販売）がKPIにダイレクトに作用し、ARRの積み上げを加速させる構造を確立

戦略の柱②：販売モデル拡張 成長の下支え

ARR
Annual Recurring Revenue

ARPU ライセンス数 継続率(NRR)

重要経営指標 顧客単価 契約規模 維持・拡大

戦略の柱①：製品力強化
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社労士事務所販売パートナー

学術研究者産業医・保健師

ユーザー企業（経営者・人事総務担当者・働く人）

ユーザー企業：HRM課題が総合的に解決

HRM課題が総合的に解決できる

共創パートナー：専門性を活かしビジネス拡大

専門性を活かし、ビジネスを広げられる場

勤次郎：HRM領域の中心的ハブとして成長

HRM領域の中心的ハブとして持続的な成長

ユーザーの課題

ツールはあるが、
どう活用すべきか分からない

誰に相談すればよいのか
分からない

信頼できる専門家と、
どうやってつながればよいのか
分からない

提供価値

プレミアムサポート

労働基準法・制度改正対応

健康経営・人的資本経営支援

データ活用した分析・提案

H R M プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 構 想
■HRMデータを起点に、価値が広がるプラットフォーム

【プラットフォーム】

業務の基盤として、
専門家とユーザーが自然につながる

ユーザーサイト / コミュニティサイト
相談・Q&A 専門家マッチング レポート・提案共有 ナレッジ・事例

【HRMデータ基盤】
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１．2 0 2 5 年 1 2 月 期 決 算

２．2 0 2 6 年 1 2 月 期 計 画

３．成 長 戦 略

４．ト ピ ッ ク ス
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勤 次 郎 の ミ ッ シ ョ ン と 強 み

22

柔軟な
ワークスタイル

魅力ある
職場づくり タイム

マネジメント

イノベーションの
創出

バックオフィス

多様性のある
働き方

今後、労働人口は大きく減少し働き手一人ひとりの活躍が重要

社員一人ひとりを大切にし、
健康で長く働ける
組織・環境が必要

「Universal勤次郎」で、企業のHRMに貢献し、
日本が抱える社会課題を解決していきます

■現代日本の社会課題を解決する製品・サービスを提供
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勤 次 郎 の 歴 史

23

時代の流れを的確に捉えた
サービスを提供

導 入 企 業 5 , 1 0 0 社 超
ノ ウ ハ ウ と 実 績

人 的 資 本 経 営
へ の 着 目

ク ラ ウ ド へ の
進 出

他 社 に 先 駆 け

働 く 人 の 幸 せ と
企 業 の 成 長 を

サ ポ ー ト

創 業 ４ 5 年 の
歴 史

ク ラ ウ ド サ ー ビ ス
を 展 開

設立（4月）

OA機器販売 オンプレミス（統合ERP）

株式上場
（10月）

1981

HRMクラウド（統合ERP）サービス

クラウド（HRMプラットフォーム）

クラウド基盤サービス

PCパッケージソフト
「NR-1」 勤次郎Enterprise マイナンバーセキュリティ管

理システム

勤次郎Enterprise 勤次郎Smart

労務コストマネジメント

労務環境改善システム ヘルス×ライフ
システム

ヘルス×ライフ
カルテ

ヘルス×ライフPro
ケリーオンラインサービスサポート

プライベートクラウドサービス
AI活用データサービス
クラウドフロント

1994 2004 2014 20182010 2017 2019 2020 2021 2022

Universal勤次郎

2025

Universal勤次郎 JOBEE

A I × ビ ッ グ デ ー タ
に よ る 次 世 代 H R
プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
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事 業 内 容

24

ＣＬＯＵＤ

働 く 人 の

健 康 と 幸 せ が

企 業 の 未 来 を 築 く

「 働 き 方 改 革 ＆ 健 康 経 営 」 の 実 現 の た め に 労 務 と 健 康 を 同 時 に 管 理 、
「 労 働 生 産 性 」 の 向 上 を 通 じ て 「 企 業 価 値 向 上 」 に 貢 献

AI予測
API連携 多要素認証

プライベート
クラウド

お客様ポータル

シングル
サインオン

ローコード

働 き 方 改 革

給 与 労 務 管 理

経 営 支 援健 康 経 営

人事オートメーション
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人 的 資 本 経 営

25

●就業管理 ●人事給与 ●人材 ●健康経営（BtoB） ●健康経営（BtoBtoE）
●グループウェア ●経費精算

参照：ソフトウェアビジネス新市場 2025年版（富士キメラ総研）
ウェアラブル／ヘルスケアビジネス総調査 2024（富士キメラ総研）

年平均成長率 市場規模

就業管理 8.5% 303億円

人事給与管理 13.4% 563億円

人材管理 ※1 13.1% 498億円

労務管理 ※2 25.6％ 310億円

健康経営
BtoB ※3 7.6% 139億円

BtoBtoE ※4 18.1% 29億円

グループウェア 12.5% 164億円

経費精算 12.5% 456億円

年平均成長率（単位：%）

成 長 市 場 で あ る Ｈ Ｒ サ ー ビ ス 業 界
HRMのトップランナーを目指す

24
年
度
市
場
規
模
（
単
位
：
億
円
）

※１ 採用・配置・教育・評価といった一連の人材活用プロセスを管理・支援できるサービス
※２ 給与や労働時間、福利厚生、社会保険手続き等、企業の労務業務を効率化するサービス（労務管理に特化）
※３ 健康情報の管理・記録、健診スケジュールや結果管理、ストレスチェックなど複合的に提供するサービス
※４ ウェアラブル端末等を活用し従業員のバイタルデータを取得、業務中の健康や安全管理を行うサービス

■ 2024年度市場規模（億円）と年平均成長率（’29/’24)
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学術研究、専門・技術サービス業：5.6%
情報通信業：4.2%

不動産業、物品賃貸業：4.1%
宿泊業、飲食サービス業：2.5%

生活関連サービス業、娯楽業：2.1%
金融業、保険業：1.9%

教育、学習支援業： 1.7%
その他：1.0%

26
※2025年12月末 クラウド事業とオンプレミス事業における実績

勤 次 郎 導 入 実 績 構 成 規 模 別 ・ 業 種 別 状 況
■中小企業から大企業まで、多様な業種のニーズに対応

３．顧客の業種別比率 ※多種多様の企業に導入

24.9%

16.5%

12.8%9.1%

7.2%

6.3%

製造業

サービス業

運送業
郵便業

卸売業・小売業

医療・福祉
建設業

18.3%

２．ライセンス別の導入構成１．従業員規模別の導入構成

3.1%

13.7%

11.8%

19.0%

52.4%

30.4%

33.3%

13.9%

11.9%

10.5%
＊1

＊1

規模別のライセンス数構成規模別の社数構成



© Kinjiro Co. Ltd. 2026 Kinjiro Group Internal Use Only 27

ク ラ ウ ド 成 長 を 支 え る 「 信 頼 性 基 盤 」 へ の 継 続 強 化

重大インシデント発生件数

件

(2025年12月期)

クラウド事業拡大期においても

安定したサービス提供を実現

安心・安全な利用環境の提供を通じて、クラウド事業の持続的成長を支える

安定運用を支えるクラウド基盤

クラウド成長を見据えた信頼性基盤の高度化

現行クラウド基盤を土台に、国内基準にとどまらずグローバル水準のセキュリティ・運用要件

への対応を推進。高度化・多様化する顧客要件にも対応可能な次世代クラウド基盤への進化を

進めるとともに、ISMS認証取得を含むクラウドセキュリティ体制を継続強化。これにより、

新規顧客および大型案件の獲得を支える信頼性基盤として競争力を強化。

オンプレミス中心からクラウド中心の事業構造へ転換する中で、セキュリティを最重要の経営

基盤として位置づけ、自社運営のクラウド基盤による24時間365日稼働を前提とした運用体制

を構築。多層的なクラウドセキュリティ対策を継続するとともに、2025年にはISMSクラウド

セキュリティ認証を取得するなど、制度面・運用面の両面から体制を高度化。その結果、クラ

ウド事業拡大期においても安定したサービス提供と低い解約率を維持。
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■「HRM プラットフォーム」を自社で活用

経済産業省と日本健康会議の「健康経営優良法人 ホワイト500」
に3,869社中300位以内として認定。

健康経営度調査フィードバックシート

■「なごや健康宣言優良事業所」も受賞
「名古屋市×協会けんぽ」 から2年連続で「健康宣言優良

事業所」を受賞しました。

＜ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ ＞ 健 康 経 営 へ の 取 組 み

28

Universal勤次郎（HRMプラットフォーム）を自社で活用し、
8年連続健康経営優良法人に認定されました。

■8年連続で「健康経営優良法人」に認定
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2 0 2 5 年 勤 次 郎 元 気 プ ロ ジ ェ ク ト 活 動 状 況

29

■ 若手社員による「勤次郎元気プロジェクト」で、健康経営への取組みをさらに強化

意識調査
健康を意識する

機会は増えましたか？
いきいきと働ける職場に
なっていると思いますか？

大変そう思う/そう思う

９３％

1年を通して、「カラダ」と「ココロ」２つの軸で8施策を計33回開催。
昨年12月の社内アンケートでは、運動機会や日常生活、運動意識に多くの方がポジティブな変化を実感。
3年目を迎える本プロジェクトだが新たに5つの施策を行い、社員が飽きることなく参加できる運営となった。

大変そう思う/そう思う

８１％

新規施策
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本 資 料 の 掲 載 内 容 の う ち 、 過 去 ま た は 現 在 の 事 実 に 関 す る も の 以 外 は 、 将 来 の 見 通 し に

関 す る 記 述 に 該 当 し 、 こ れ ら の 記 述 は 、 現 在 入 手 可 能 な 情 報 を も と に し た 当 社 の 経 営 陣 の

判 断 に 基 づ い て お り 、 リ ス ク や 不 確 定 な 要 因 を 含 ん で い ま す 。

実 際 の 業 績 は 、 経 済 情 勢 、 業 界 に お け る 競 争 状 況 、 新 サ ー ビ ス の 成 否 な ど さ ま ざ ま な 要

因 に よ り 、 こ れ ら 業 績 な ど に 関 す る 見 通 し と は 大 き く 異 な る こ と が あ り 得 ま す 。

免 責 事 項 お よ び ご 注 意

30



働く人の健康と幸せが、企業の未来を築きます

31


